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 平成 1９年度事業報告書 
 

我が国経済は、企業部門の好調さが持続し、総じて民間需要に支えられ全体とし

ては緩やかな景気回復が続いておりました。しかしながら中小企業は依然として厳

しい状況にあり、企業規模や業種、地域によって回復状況にばらつきが見られ、大

企業における景況感の回復に比べて未だ景気回復を実感できない状況にあります。 
さらに、今年度に入り景気は減速傾向を示していることから、日本経済の先行き

も不透明感が増しております。このような中にあって、我が国経済の持続的成長を

実現するとともに地域経済の更なる活性化を図っていくためには、中小企業の成

長・発展が欠かせないものとなっております。 
こうした中、政府は平成 19 年 2 月の「成長力底上げ戦略」に引き続き同年 11 月

に「生産性向上プロジェクト」を取りまとめ、これまで以上に中小企業の取引の適

正化、生産性の向上等に取り組んでいるところです。 
全国中小企業取引振興協会（以下、「全国協会」という）におきましても、平成

19 年度においては、政府が取りまとめた中小企業関連対策を着実かつ円滑に実施す

べく都道府県下請企業振興協会（以下「都道府県協会」という）との連携・協力を

図りながら下請取引の適正化をはじめとする各種事業に積極的に取り組んでまいり

ました。 
まず、取引振興事業関連における補助事業については、新システムのビジネス・

マッチング・ステーションの運用を開始しました。利便性の高い運用を目指し、各

種媒体を通じ、新取引システムのＰＲ、登録会員・発注案件の拡充に努めてまいり

ました。 
 また、下請中小企業の振興業務に従事する者に対する研修事業、指導員・専門調

査員情報連絡会議等都道府県協会職員等を対象とした講習会事業等の実施や緊急広

域商談会、各種の情報提供事業も都道府県協会と連携を密に実施いたしました。 
受託事業については、今年度も下請取引改善講習事業を４７都道府県において実

施いたしました。また、発注方式等取引条件改善調査事業につきましては、国が次

年度に計画している「下請かけこみ寺」事業の実施に即応できるよう、各中小企業

支援機関用の各種マニュアルを作成しました。原油価格高騰による下請中小企業へ

の影響調査等の調査研究事業等は、今年度も引き続き実施しました。 
設備貸与等関連事業については、都道府県協会及び小規模企業者等に対して、小

規模企業設備資金制度に関する情報収集・提供事業、広報相談事業を実施するとと

もに小規模企業設備資金制度調査・研究事業として「小規模企業設備資金事業の事

業運営について（小規模企業設備資金制度研究委員会報告書）」をとりまとめ、都道

府県協会等に配付し業務の参考に供しました。 
また、小規模企業設備資金事業に従事する者の実務能力の向上を目的として、「債
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権管理研修」、「機械研修」、「会計研修（オーダーメイド研修）」及び「会計説明会」

を実施しました。その他、財政基盤強化のため、下請取引適正化推進セミナー事業

等、自主事業にも積極的に取組みました。 

Ａ事業遂行状況 

Ⅰ.取引振興関連事業 

１．補助事業 

(1)都道府県協会間における下請関連情報の仲介及びあっせん事業 

①ビジネス・マッチング・ステーション事業 

 「外注先を探している」「発注先を探している」「発注情報が欲しい」という 

 下請中小企業が自社のＰＲを行うとともに、自社の取引希望条件に適合する企

業を検索し、取引希望の旨をメールで送信できるシステム「ビジネス・マッチ

ング・ステーション」を平成１９年４月より運用を開始し、平成２０年 

 ３月末には同システムの登録企業数は 18,571 社に達している。 

ホームページ運営検討委員会の開催 

   ホームページ（ビジネス・マッチング・ステーション）の運営について検討

を行うために、ホームページ運営検討委員会を開催した。 

委員会開催状況 

 開催日 会場  

第１回委員会 平成20年  2月 6日（水） 情報オアシス神田淡路町スペース

 

②緊急広域商談会 

大企業の大規模なリストラ等や生産拠点の海外移転により、下請企業が大幅

な仕事量の減少や従業員の削減などを余儀なくされ、その経営基盤に大きく影

響を受けているため、当協会は、下請企業の受注確保と販路開拓等を目的とし

た「緊急広域商談会」を㈶石川県産業創出支援機構、㈶佐賀県地域産業支援セ

ンター、㈶くまもとテクノ産業財団、㈶大分県産業創造機構及、㈶かごしま産

業支援センター及び㈶北海道中小企業総合支援センターと共同開催し、大きな

成果をあげた。 
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１） 緊急広域商談会開催結果 

開催場所 

開 催 日 

参加企業 
商 談 

件 数 

商談成立

件数 

商談成立

金 額 

(千円) 

備  考 発注 

企業 

下請 

企業 

・ 金 沢 市

「 金 沢 エ

ク セ ル ホ

テル東急」 

 

平成 19 年 

５月 17 日 

 

㈶石川県

産業創出

支援機構 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 東京都 

「 ホ テ ル

メ ト ロ ポ

リ タ ン エ

ドモント」 

平成 19 年 

11 月 27 日 

・㈶佐賀県

地 域 産 業

支 援 セ ン

ター 

・㈶くまも

と テ ク ノ

産業財団 

・㈶大分県

産 業 創 造

機構 

・㈶かごし

ま 産 業 支

援 セ ン タ

ー 

36 社 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
38 社 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

100 社 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
71 社 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
319 社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7,927 千

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・都道府県別参加企業数 

（発注企業）  （下請企業）

東京都 2 社  石川県 100 社 

神奈川県 3 社 

福島県 1 社 

群馬県 1 社 

山梨県 1 社 

愛知県 6 社 

岐阜県 1 社 

三重県 1 社 

新潟県 1 社 

石川県 3 社 

福井県 1 社 

滋賀県 5 社 

京都府 1 社 

大阪府 5 社 

兵庫県 3 社 

広島県 1 社 

計 36 社   計 100 社

折衝中件数 127 件 

・都道府県別参加企業数 

（発注企業）  （下請企業）

東京都 17 社   佐賀県 12 社 

神奈川県 6 社 熊本県 17 社 

埼玉県  5 社   大分県 15 社 

茨城県  4 社  鹿児島 27 社 

群馬県  1 社 

栃木県  1 社 

静岡県  1 社 

長野県 1 社 

愛知県 1 社 

京都府  1 社 

    計 38 社       計 71 社 
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開催場所 

開 催 日 

参加企業 
商 談 

件 数 

商談成立

件数 

商談成立

金 額 

(千円) 

備  考 発注 

企業 

下請 

企業 

 

・鹿児島市 

「 ホ テ ル

ウ ェ ル ビ

ュ ー か ご

しま」 

 

平成 20 年 

2 月 6 日 

 

㈶ か ご し

ま 産 業 支

援 セ ン タ

ー 

 

 

 

 

 

 

 

 

・室蘭市

「蓬らい

殿」 

 

平成 20 年 

2 月 21 日 

 

㈶北海道

中小企業

総合支援

センター 

 

 

 
 
34 社 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
24 社 

 
 
71 社 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
72 社 
    

 
 

219 社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

217 社 

 

 12 件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 件 

 

9,410 千

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

300 千円

 

 

折衝中件数 61 件 

・都道府県別参加企業数 

（発注企業）  （下請企業）

東京都  4 社  鹿児島県 71 社

神奈川県 2 社 

群馬県  1 社 

愛知県 2 社 

大阪府 1 社 

京都府 1 社 

滋賀県 1 社 

奈良県 1 社 

兵庫県 2 社 

岡山県 1 社 

福岡県 4 社 

熊本県 6 社 

宮崎県  2 社 

鹿児島県 6 社 

   計 34 社   計 71 社 

 

 

・都道府県別参加企業数 

（発注企業）  （下請企業）

北海道 14 社  北海道 68 社

青森県 1 社     福島県 1 社 

東京都 3 社   東京都 2 社 

神奈川県 3 社  大阪府 1 社

千葉県 １社 

茨城県 １社 

愛知県  1 社 

    計 24 社   計 72 社 

合  計 132 社 314 社 755 件 24 件 17,637  
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(2) 指導員・専門調査員情報連絡会議の開催 

   都道府県中小企業振興機関の指導員及び専門調査員を対象とした情報連絡会

議を開催し、指導員・専門調査員の支援事例研究及びその他、情報交換等を行

うことにより、指導員・専門調査員のあっせん・支援能力の向上及び相談指導

体制の強化を図ることを目的に、平成１９年１２月３日から４日の２日間にわ

たり「指導員・専門調査員情報連絡会議」を開催しました。第１日目は、武蔵

野機工株式会社 代表取締役社長 荻原岳彦氏が「時代に対応した事業転換戦

略」と題して基調講演を行いました。その後、当協会工藤主任指導員が「ビジ

ネス・マッチング・ステーションの活用について」説明を行い、引き続いて、

４分科会に別れ指導事例研究及びその他情報交換を行った。第２日目は、前日

に引き続き事例研究や情報交換等の後、各分科会結果を報告、全体討議を行い

ました。 

なお、本年度は、毎年実施していた「下請取引あっせんに係る情報連絡会議」

を一本化し実施しました。 

 

・開催月日：平成１９年１２月３日（月）午後 1 時 30 分～5 時 

～４日（火）午前 9 時～午後 2 時 30 分 

・開催場所：財団法人東京都中小企業振興公社 秋葉原庁舎 

  ・出 席 者：３９都道府県協会の指導員・専門調査員等  計４１名 

        中小企業庁３名、全国協会１０名     合計５４名 

 

【指導員・専門調査員情報連絡会議次第】 

１２月３日（月） 

１）開催挨拶（ホール）（財）全国中小企業取引振興協会 会長 井出亜夫 

２) 来賓挨拶（ホール）中小企業庁 事業環境部取引課  課長 井辺國夫 

 ３) 基調講演（ホール） 

             「時代に対応した事業転換戦略」 

            武蔵野機工（株）代表取締役社長 荻原岳彦氏 

４) ビジネス・マッチング・ステーションの活用について 

（財）全国中小企業取引振興協会 主任指導員 工藤 淳 

  ５) 分科会・４分科会 

 

１２月４日（火） 

  ５) 分科会：４分科会 

  ６) 全体討議(ホール) 

各分科会報告 



 - 6 -

分科会とテーマ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)下請中小企業の経営基盤・技術向上等支援事業 

当協会では、国の中小企業成長力底上げ戦略の一環としてビジネス・マッチ

ング・ステーション（以下「ＢＭＳ」という。）の運用を 2007 年 4 月都道府県

中小企業振興機関（以下「都道府県協会」という。）の協力のもとに開始しま

した。 

このシステムは、インターネット（ＢＭＳ）を活用して中小企業者が新規取

引先の開拓、販路拡大等を支援するシステムで、ＢＭＳへの会員企業登録数が

増加し、かつ、利用が促進されることにより、ＢＭＳ会員の利便性がさらに向

上します。 

会員企業数の増加を図るためには、都道府県協会の協力のもとＢＭＳの利用

及び加入促進を強力に推進していく必要があるため、当協会内に「下請取引あ

っせん支援マニュアル作成委員会」を設置し、都道府県協会の職員等が企業か

らＢＭＳへの利用方法・活用上の利点や下請取引あっせん事業の質問等に対処

できるよう「下請取引あっせん支援マニュアル＜－ビジネス・マッチング・ス

テーション（ＢＭＳ）の有効活用のために－＞」を作成し、都道府県協会等へ

配布しました。 

  ○ 第１回委員会 

開催日時：平成１９年１１月１９日（月）午後１時３０分～５時 
開催場所：青森県ビジネスサポートセンター「会議室」 

：〒104-0026 東京都中央区八重洲 2-2-1  
住友生命八重洲ビル５階 

 

  ○ 第２回委員会 

開催日時：平成２０年１月３０日（水） 午後１時３０分～５時 
開催場所：青森県ビジネスサポートセンター「会議室」 

                ：〒104-0026 東京都中央区八重洲 2-2-1  
住友生命八重洲ビル５階 

分科会 テーマ 

第Ⅰ分科会 取引あっせん活動（発注開拓等）支援（Ａ） 

第Ⅱ分科会 取引あっせん活動（発注開拓等）支援（Ｂ） 

第Ⅲ分科会 経営改善（生産性改善等）支援 

第Ⅳ分科会 中小企業に関する各種支援 
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  ○ 第３回委員会 

開催日時：平成２０年２月２１日（木）午後１時３０分～５時 
開催場所：青森県ビジネスサポートセンター「会議室」 

                 ：〒104-0026 東京都中央区八重洲 2-2-1  
住友生命八重洲ビル５階 

 

(4)経営等指導事業 

 専門調査員が、下請企業の必要とする発注企業情報等の収集提供等を次のと 

おり行いました。 

①発注企業を訪問し、企業情報及び発注案件について取引マッチングシステム 

への登録を依頼し、下請企業の販路開拓を促進した。 

② サービス業も含め下請取引に係わる法律、契約等に関する都道府県協会及び

受発注企業等からの照会に対する回答を行いました。 

③都道府県協会が主催する商談会等への参加について発注企業を招聘した。 

 

  平成 1９年度実績 

 1)企業訪問 270 件  2)相談窓口 934 件 3)その他 30 件  計 1,234 件 

 

(5) 下請中小企業の振興業務に従事する者の研修事業 

   都道府県中小企業振興機関２４機関の職員２６名を対象に、平成１９年７月

３０日（月）から８月３日（金）までの５日間にわたり中小企業大学校東京校

で、下請中小企業振興業務に必要な実践的な知識等の習得を目的とした研修を

実施しました。 
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科　目 科　目

BMSの現状と
有効活用法

８月３日
(金) 財団法人　全国中小企業取引振興協会

事務局長　　米  沢　弘  二

８月１日
(水)

財団法人　あいち産業振興機構
経営支援部 取引振興ｸﾞﾙｰﾌﾟ
課長　 村　岡　国　夫

下請代金支払
遅延等防止法

財団法人全国中小企業取引振興協会
専門員
（元関東経済産業局
下請代金検査官室長）
守　屋　家　安

図面の見方と
読み方
（加工に必用なマ
シンは）

株式会社　森住製作所　代表取締役社長　森　住　哲　也
 

（キャリアカレッジ立川：講師）

８月２日
(木)

我が機関の企
業支援事業の
取り組み

財団法人　福島県産業振興センター
企業支援部　部長　 佐々木　譲　司

グループディスカッション
  (参考資料：中小企業施策利用ガイド)
テーマ　・中小企業支援事業の効率を上げるために
（分科会により検討する）
　①取引あっせん、BMSの有効的活用（ネットの活用）
　②取引あっせん（発注開拓・商談会等）
　③サービス業(あっせん・相談含む）への対応

７月３１日
(火)

工  場  見  学
（研究所）

株式会社　日立製作所　中央研究所
　
東京都国分寺市東恋ヶ窪１－２８０

我が社の経営戦
略
（質疑応答含む）

株式会社　友玉園セラミックス

代表取締役社長　 加　藤　友　之

            平成１９年度　都道府県中小企業振興機関職員研修カリキュラム         
　
    科目講師・
　　　　　　時間

月日
　(曜日)

午前(９：４０～１２：４０) 午後(１３：４０～１６：４０)

講     　師 講      　師

７月３０日
(月)

開 講 挨 拶

協力企業に求め
るもの

財団法人　全国中小企業取引振興協
会
専務理事　花澤　秋雄

財団法人　全国中小企業取引振興協
会
主任指導員　　　工　藤　　　淳

アジア経済の動
きと国内中小企
業の対応

国際機関　日本アセアンセンター
事務総長　　赤　尾　信　敏

三菱電機　株式会社

資材部　調達第３グループ
グループﾟマネージャー
大　西　浩　二

 

(6)下請取引に関する制度、行政施策の広報事業 

   ① 「全取協だより」の発行 

「全取協だより」を毎月発行し、全国協会の事業遂行状況や都道府県協会

の催事情報を始めとする事業の紹介、中小企業等に対する各種振興施策に

関する情報の提供、広報に努めました。 

提供した主な情報等は以下のとおりです。 

  ・ビジネス・マッチング・ステーション（ＢＭＳ）関連情報 

  ・都道府県中小企業振興機関 催事情報 

・下請取引改善講習会開催日程や受講者募集等関連情報 

  ・「下請取引適正化推進月間」等各種情報 

  ・小規模企業設備資金事業の実績概要 

  ・全取協スケジュール 

  ・下請・取引関連新聞記事について 
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２．受託事業 

(1)下請取引改善講習等事業（委託元：中小企業庁） 

① 昭和５７年度以降、受発注企業の外注業務を管理する者等を受講対象として、

講習会を実施してきたが、平成１９年度は一日コース(２５会場)及び半日コース

(５７会場)の講習会を全国計８２会場で開催し、9,244 名が受講し、うち、9,177

名に対し修了証を発行した。また、業界団体向けセミナー（１３会場）を開催

した。 

また、6 月には下請取引適正化推進月間として６会場講習会を開催した。 

 

②実績 

 
平成 18 年度(B) 平成 19 年度(A) 増減(A－B) 

会場数  
一日コース 34 25 △9 

半日コース 45 57 12 

応募者数（人) 10,985 9,675 △1,310 

受講者数（人） 9,677 9,244 △1,743 

修了証者数（人） 8,780 9,177 397 

 

③講習会の内容 

一日コース  

時 間 内  容 

 
9：30～ 9：35 
 
9：35～15：00 
 
 
15：00～16：00 
 
16：00～16：30 

 
開会挨拶 
 
下請代金支払遅延等防止法及び下請中小企業振興法の概要 
下請代金支払遅延等防止法の詳細 
 
質疑応答 
 
簡易試験 
 

12：00～13：00 （休 憩） 
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半日コース 

時 間 内  容 

 

13：30～13：35 

 

13：35～16：00 

 

 

16：00～16：30 
 
 

 

開会挨拶 

 

下請代金支払遅延等防止法及び下請中小企業振興法の概要 

下請代金支払遅延等防止法の詳細 

 

簡易試験 
 
 

 

業界団体向けセミナー 

時  間  講習内容 

２時間 ・下請代金支払遅延等防止法及び下請中小企業

振興法の概要 

･３条書面の交付５条書類の作成保存義務 

･４条禁止行為 

 

④平成１９年度 下請取引改善講習会実施結果 

 一日コース 

会場番

号 
開催月日 開催地 開催会場 

受講対象 
募集

人員 

応募

者数 

受講

者数

修了

者数製造

業 

ｻｰﾋﾞｽ

業 

第９会場 ７月４日 (水) 大 阪 
コスモスクウェア国際交流セン

ター 
○   250 249 240 240 

第 10会場 ７月５日 (木) 愛 知 愛知県産業貿易館 西館  ○ 230 226 217 215 

第 11会場 ７月１０日 (火) 広 島 
広島県情報プラザ 

（広島県立産業技術交流ｾﾝﾀｰ） 
○   170 174 166 166 

第 12会場 ７月１２日 (木) 京 都 ぱ・る・るプラザ京都 ○   200 212 200 199 

第 13会場 ７月１７日 (火) 埼 玉 埼玉県県民健康センター   ○ 200 206 197 197 

第 14会場 ７月１９日 (木) 香 川 
香川厚生年金会館 

（ウェルシティ高松） 
○   150 149 145 145 

第 15会場 ７月２７日 (金) 東 京 マツダホール  ○ 200 202 190 189 

第 16会場 ８月２４日 (金) 大 阪 大阪府社会福祉会館  ○ 170 175 163 159 

第 17会場 ８月２７日 (月) 東 京 第二電波ビル  ○ 170 183 171 167 

第 18会場 ８月２８日 (火) 愛 知 愛知県産業貿易館 西館 ○   230 240 236 236 

第 19会場 ９月４日 (火) 大 阪 アウィーナ大阪  ○ 200 205 187 185 

第 20会場 ９月６日 (木) 東 京 
東京ファッションタウン（TFT)ﾋﾞ

ﾙ 東館 
○   200 214 197 196 

第 21会場 ９月１１日 (火) 福 岡 福岡県中小企業振興センター ○   200 222 209 207 

第 22会場 ９月１４日 (金) 愛 知 愛知県産業貿易館 西館  ○ 230 241 226 226 
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第 23会場 ９月１８日 (火) 東 京 財団法人 日本教育会館  ○ 200 211 201 200 

第 24会場 ９月２６日 (水) 神奈川 関内新井ホール  ○ 200 213 204 202 

第 25会場 ９月２７日 (木) 兵 庫 神戸国際展示場  ○ 200 200 182 180 

第 26会場 １０月２日 (火) 宮 城 仙台サンプラザ ○   170 173 156 156 

第 27会場 １０月３日 (水) 東 京 
東京ファッションタウン（TFT)ﾋﾞ

ﾙ 東館 
○   200 209 192 192 

第 28会場 10 月１０日 (水) 大 阪 大阪府社会福祉会館  ○ 170 191 181 181 

第 29会場 10 月１１日 (木) 東 京 財団法人 日本教育会館  ○ 200 219 198 197 

第 30会場 10 月１２日 (金) 埼 玉 埼玉県県民健康センター  ○   200 211 200 196 

第 31会場 10 月１７日 (水) 大 阪 大阪府社会福祉会館 ○   170 183 168 168 

第 32会場 10 月２４日 (水) 愛 知 愛知県産業貿易館 西館 ○   230 254 241 240 

第 33会場 １２月５日 (水) 東 京 第二電波ビル  ○ 170 196 175 174 

        4910 5158 4842 4813

 

半日コース 

会場№ 開催月日 開催地 開催会場 
募集

人員 

応募

者数 

受講

者数

修了

者数

第１会場 ５月２９日 (火) 東 京 第二電波ビル 170 172 167 162 

第２会場 ５月２９日 (火) 大 阪 新梅田研修センター 150 136 133 132 

第３会場 ６月５日 (火) 大 阪 天満研修センター 150 155 152 145 

第４会場 ６月６日 (水) 宮 城 仙台サンプラザ 150 161 161 161 

第５会場 ６月７日 (木) 愛 知 愛知県産業貿易館 西館 200 204 203 202 

第６会場 ６月１３日 (土) 北海道 北海道経済センター 100 100 97 96 

第７会場 ６月１９日 (土) 東 京 (財)日本教育会館 200 214 207 203 

第８会場 ６月２７日 (土) 福 岡 福岡県中小企業振興センター 150 160 155 153 

1 ７月９日 (月) 東京１ 
東京都労働経済局秋葉原庁舎 

 3 階第 1 会議室 
100 106  101 100 

2 ８月２２日 (水) 島 根 くにびきメッセ 100 55  56 56 

3 ９月１９日 (水) 愛 知 愛知県産業貿易会館 西館 150 127  124 123 

4 ９月２０日 (木) 東京２ 大田区産業プラザ（ＰＩＯ) 100 97  96 96 

5 ９月２０日 (木) 山 口 山口グランドホテル 80 62  62 62 

6 ９月２６日 (水) 茨城１ ホテル天地閣 100 14  14 14 

7 １０月４日 (木) 東京３ 江東区亀戸文化センター 100 97  92 92 

8 １０月４日 (木) 神奈川 神奈川中小企業センター 100 109  107 107 
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9 １０月９日 (火) 福 井 福井県産業情報センタービル 100 45  44 40 

10 １０月１６日 (火) 福 岡 
福岡県中小企業振興センター 

3Ｆ研修室 
100 71  69 69 

11 １０月１８日 (木) 和歌山 ホテルグランヴィア和歌山 100 48  46 46 

12 １０月２３日 (火) 東京４ 国分寺労政会館 100 102  94 94 

13 １０月２５日 (木) 広 島 
(財)備後地域地場産業振興 

センター 
60 67  64 64 

14 １０月２６日 (金) 茨城２ つくばカピオ 100 86  86 85 

15 １１月６日 (火) 新 潟 三条・燕地域メッセピア 100 107  103 103 

16 １１月８日 (木) 
鹿児島 

（委託）
鹿児島サンロイヤル 100 68  60 59 

17 １１月１２日 (月) 岐 阜 県民ふれあい会館 100 106  104 104 

18 １１月１３日 (火) 滋 賀 ライズヴィル都賀山 50 61  62 62 

19 １１月２１日 (水) 千 葉 ホテルポートプラザちば 100 100  97 97 

20 １１月２１日 (水) 兵 庫 兵庫県農業共済会館 120 129  126 125 

21 １１月２２日 (木) 山 形 (財)山形ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝﾋﾞｭｰﾛｰ 100 106  102 102 

22 １１月２８日 (水) 石 川 石川県地場産業振興センター新館 70 33  35 35 

23 １１月３０日 (金) 岡 山 岡山ロイヤルホテル 100 77  78 78 

24 １２月６日 (木) 愛 媛 ＪＡＬシティ松山 80 18  17 17 

25 １２月７日 (金) 長 野 ホテル紅や 100 113  113 111 

26 １２月１１日 (火) 岩 手 ホテルルイズ 80 31  32 32 

27 １２月１２日 (水) 徳 島 センチュリープラザホテル 80 25  24 22 

28 １２月１４日 (金) 鳥 取 
米子コンベンションセンター 

 （ＢiＧ ＳＨｉＰ） 
60 15  13 12 

29 １２月１８日 (火) 秋 田 シャインプラザ平安閣秋田 50 24  23 23 

30 １２月１９日 (水) 沖 縄 沖縄産業支援センター 50 18  18 17 

31 １２月２１日 (金) 埼 玉 
（財）埼玉県中小企業振興公社    

研修室 
80 75  70 69 

32 １２月２１日 (金) 青 森 
八戸地域地場産業振興センター 

(ﾕｰﾄﾘｰ） 
50 19  18 18 

33 １月１６日 (水) 奈 良 奈良ロイヤルホテル 100 17  16 16 

34 １月１８日 (金) 静 岡 静岡商工会議所会館 100 86  85 85 

35 １月２２日 (火) 佐 賀 はがくれ荘 60 33  34 34 

36 １月２４日 (木) 三 重 ウィング・みえ 大研修室 100 50  48 48 
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37 １月２５日 (金) 長 崎 ウエルシティ長崎 60 42  44 43 

38 ２月１日 (金) 福 島 コラッセふくしま 研修室 80 24  23 23 

39 ２月４日 (月) 宮 崎 ウエルシティ宮崎 60 29  28 28 

40 ２月６日 (水) 宮 城 仙台サンプラザ 3 階 宮城野 100 84  77 77 

41 ２月６日 (水) 高 知 
高知県産業振興センター  

第 3 研修室 
70 10  9  9  

42 ２月８日 (金) 栃 木 
とちぎ産業交流センター  

大研修室 
100 100  98 98 

43 ２月１３日 (水) 大 分 
ソフトパークセンタービル 

３階 304 研修室 
60 45  44 44 

44 ２月１９日 (火) 群 馬 群馬産業技術センター 100 113  109 109 

45 ２月２１日 (木) 京 都 パルスプラザ 100 83  82 82 

46 ２月２６日 (火) 富 山 ボルファートとやま 100 112  113 113 

47 ２月２８日 (木) 熊 本 グランメッセ熊本 80 25  26 26 

48 ３月５日 (水) 山 梨 アイメッセ山梨 ４階大会議室 100 65  62 62 

49 ３月２４日 (月) 埼玉 ２ 
（財）埼玉県中小企業振興公社    

研修室 
80 86  79 79 

計 5,580 4,517 4,402 4,364 

注：半日コースは、開催地欄に（委託）と記した１協会については当協会からの再委託で実施しました。 

：第３～８会場は下請取引適正化推進月間として開催した。 

業界団体向けセミナー 

№ 開催日 実施団体 会  場 
受講

者数

1 ５月２４日 (木) 中部ダイカスト工業協同組合 メルパルク名古屋 64 

2 ５月２４日 (木) 日本ダイカスト工業協同組合 メルパルク東京 62 

3 ６月１３日 (水)
自動車関係団体セミナー（北関東） 

日本自動車工業会、日本自動車部品工業会 
さいたま新都心合同庁舎 143 

4 ６月１９日 (火)
自動車関係団体セミナー（中国） 

日本自動車工業会、日本自動車部品工業会 

広島県立産業技術交流 

センター 
74 

5 ６月２０日 (水)
自動車関係団体セミナー（九州） 

日本自動車工業会、日本自動車部品工業会 
西日本展示場 AIM 77 

6 ７月１９日 (木)
素形材団体セミナー 

経済産業省製造産業局素形材室 
仙台第二合同庁舎２Ｆ講堂 27 

7 ２月２６日 (火)
素形材団体セミナー（東京） 

経済産業省製造産業局素形材室 
機械振興会館 101 

8 ２月２７日 (水)
素形材団体セミナー（大阪） 

経済産業省製造産業局素形材室 
大阪商工会議所 72 

9 ２月２８日 (木)
素形材団体セミナー（名古屋） 

経済産業省製造産業局素形材室 
名古屋市工業研究所 72 
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10 ２月２８日 (木)
(社)日本化学工業協会・石油化学工業協会等

の合同開催 
(社)日本化学工業協会 52 

11 ３月４日 (火) 札幌商工会議所 北海道経済センター 39 

12 ３月１３日 (木) (財)日本粧業会 虎ノ門日消会館 75 

13 ３月２１日 (金) 超音波工業会 中野サンプラザ 8  

 計 866 

 

 

 (2)調査研究事業 
 ① 発注方式等取引改善調査事業（委託元：中小企業庁） 

    本調査事業は、製造業及びサービス業における発注方式等の取引条件    

の改善度合いの進捗状況等を把握し、もって下請中小企業施策の立案の一助

にすることを目的に調査を実施してきました。平成１９年度においても、受

注企業 20,000 社、親事業者 2,000 社を対象とし、受注企業と発注企業、さら

には製造業とサービス業を対比する形で取りまとめ、都道府県協会及び中小

企業関係機関に配布しました。 

    調査内容は、「親事業者の発注方法」「対価の決定」「下請取引の停止」「労

働時間短縮への取り組み」「下請取引の適正化」等とし、受注企業と発注企業、

更には製造業とサービス業を対比する形で取りまとめました。 

さらに、下請取引の適正化に向けた対応として下請取引に係る相談業務、

トラブル解決業務、下請ガイドラインの普及啓発業務ごとに、業務の内容及

び業務量等を精査し詳細な業務実施マニュアルを作成した。また、これら業

務の実施に際してのフィージビリティスタディも行いました。 
なお、下請取引の適正化に向けた対応について、国では平成２０年度より下

請かけこみ寺事業として、全国的に実施することとしていることから、この

事業実施に即応できるよう、下請かけこみ寺の本部機関用及び地方支部的機

関用、中小企業支援機関用の各機関が行う業務に対応するよう各種マニュア

ルの作成を行いました。 
 ②  ものづくり基盤技術を担う中小企業と発注企業とのマッチングに関す   

る調査研究事業（委託先：（財）中小企業総合研究機構） 

     技術革新の進歩が目覚しい環境において、我が国製造業が競争力を維持す

るためには、ものづくりの基盤となる技術を加速度的に高度化するとともに、

発注企業と受注企業の緊密なコミュニケーションを促進することが必要であ

ります。 

基盤技術を担う中小企業の発注企業との取引関係においては、従来は系列
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企業として製品サイクルや消費ニーズの変化などに対応した様々な発注に迅

速に応じてきたところです。 

しかし、競争が一層激化してきていることに伴い、企業間の取引関係は固

定的な系列取引のみならず、目的に応じた柔軟な取引が行われるなど、発注

サイドの競争的・オープンな取引形態が構築されてきています。 

このため、当協会では（財）中小企業総合研究機構より、「ものづくり基盤

技術を担う中小企業と発注企業とのマッチングに関する調査研究事業」を受

諾し、委員会を設置するとともに、企業間の技術シーズとニーズに関する情

報の提供方法や連携に至るまでの経過を検証するため、中小企業１６社、発

注企業４社に対しヒアリング調査を実施し、具体的な対応やマッチング(連

携)までの経過や成功要因等を分析し、下請中小企業の経営の参考に資しまし

た。 

 ③原油価格高騰による下請中小企業への影響調査事業（委託元：中小企業庁） 

     原油価格上昇が下請中小企業に与える影響を分析するのに必要なデータを

収集するため、全取協が保有する下請中小企業データを活用し、2,000 企業を

対象に調査票を発送し、回収を行いました。 

  １） 調査対象 

    原油価格上昇の影響が顕著と見られる石油製品製造業、プラスチック製品

製造業、窯業・土石製品製造業、繊維工業及び化学工業等の下請中小企業 

  ２）調査内容     

   (ｱ)自社の費用全体の占める原油・石油製品関連費用の割合 

    (ｲ)仕入価格の動向 

   (ｳ)収益への影響 

   (ｴ)価格転嫁の動向 

 

 

 ３)実施状況 

 発送日 

第１回 19 年 7 月 5 日 

第２回 19 年 10月 31日

 

３．その他事業（自主事業） 

(1) 全国協会の保有する図書等の有効活用 

平成１６度中小企業庁の受託事業により作成し、下請取引改善講習会において放

映していた DVD ソフトを昨年度に引き続き私費出版を行いました。 
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1)ソフト名  

「下請代金支払遅延等防止法ケーススタディ ほのぼの産業下請取引適正

化プロジェクト 平成１５年下請代金法改正対応版」 

2)販売状況  平成 1９年度販売数 １１８枚 
（2）下請取引適正化推進セミナー事業（有料） 

全国協会は適正な下請取引推進事業の一環として下請代金支払遅延等防止法

をはじめとする関係法令の普及を図ることを目的に、製造業の資材・購買・経

理・財務・契約・法務等業務担当者（原則：資本金一億円以上）を対象に有料

(12,000 円)で全国１０会場においてセミナーを開催した。 

 

①講習会の内容  

時 間 割 講  座 講 習 内 容 

10：00～12：30 下請代金支払遅延等防止法 

・代金法の適用範囲 

・親事業者の義務 

・親事業者の禁止事項 

・違反事例の解説  

12：30～13：30  （休   憩）   

13：30～16：30 外注（下請）取引基本契約書 

・契約の意義、目的、効力、契約自

由の原則に対する制限等 

・契約の内容、成立等 

・発注、納入、支払等 

・瑕疵担保責任、秘密保持、取引停

止の予告、契約解除 

・契約締結権者等         

16：30～17：00 質疑応答   

 

 

②実施状況 

№ 会場番号 開催地 開催日 開催会場 
募集

人員

受講

者数

1 第１会場 東京 ２月２５日 (月)
東京ファッションタウン（TFT）ビ

ル 
150 145 

2 第２会場 大阪 ２月２６日 (火) ホテル アウィーナ大阪 150 124 

3 第３会場 愛知 ２月２７日 (水) ルブラ王山 150 119 

4 第４会場 大阪 ３月４日 (火) ホテル アウィーナ大阪 150 66 

5 第５会場 東京 ３月６日 (木)
東京ファッションタウン（TFT）ビ

ル 
140 137 

6 第６会場 愛知 ３月７日 (金) ルブラ王山 150 130 
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7 第７会場 大阪 ３月１１日 (火) ホテル アウィーナ大阪 150 122 

8 第８会場 東京 ３月１２日 (水)
東京ファッションタウン（TFT）ビ

ル 
150 166 

9 第９会場 東京 ３月１４日 (金)
東京ファッションタウン（TFT）ビ

ル 
160 171 

10 第 10 会場 愛知 ３月１８日 (火) ルブラ王山 150 102 

          計 1,500 1,282 

 
 (3)中小企業の振興業務に従事する者の福祉の増進事業及び役職員表彰 

  ①中小企業振興機関の職員に対する年金制度の着実な運営等に努めた。 

 

加 入 状 況 

 
     年度 

項目 
平成 18 年度末

(A) 

平成 19 年度末

(B) 

増減 

(B－A) 

共

済

年

金 

加入機関数 47 45 △2

加入者数 791 767 △24

積 立 金 922 百万円 872 百万円 △50 百万円

任
意
積
立
年
金 

加入機関数 8 8 0

加入者数 21 19 △2

 

②全国中小企業振興機関共済会理事会の活動状況 

    第１回理事会開催 平成 19 年 6 月 14 日(木)   

    第２回理事会開催 平成 20 年 3 月 21 日(金)   

③ 役職員表彰（全国協会会長表彰） 

平成１9 年 6 月 13 日(水)に開催された第１回評議員会において、役員表彰 3

名、功労者表彰 27 名、優良者表彰 11 名計 41 名の表彰を行い、記念品を贈呈

した。 

 

(4)中小企業倒産防止共済事業等の推進 

 中小企業基盤整備機構からの委託を受け、下記の都道府県協会に復託し、その

推進を図った。 

（10 復託機関）財団法人  山形県企業振興公社 

財団法人 千葉県産業振興センター 
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        財団法人 埼玉県中小企業振興公社 

        財団法人 東京都中小企業振興公社 

財団法人 やまなし産業支援機構 

財団法人 大阪府産業振興機構 

財団法人 岡山県産業振興財団 

財団法人 福岡県中小企業振興センター 

財団法人 くまもとテクノ産業財団 

財団法人 沖縄県産業振興公社 

①中小企業倒産防止共済制度の推進 

取引先の倒産の影響を受け中小企業が倒産する事態（連鎖倒産）、または倒産

に至らないまでも著しい経営難に陥る事態の発生を防止し、中小企業者の経営の

安定化を図るため本事業の推進を図った。その結果、平成２０年 3 月末現在の契

約件数は 52 件となっている。 

②小規模企業共済制度の推進 

小規模企業の事業主が事業を廃業した場合、あるいは会社等の役員が退職した

場合等、第一線を退いたときの生活の安定を図り、小規模企業者の福祉の増進と

小規模企業の振興に寄与するための本事業の推進を図った。その結果、平成２０

年 3 月末現在の契約件数は 104 件となっている。 

 

(5) ＡＤＲ認証紛争解決事業者の承認申請 

裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律に基づく民間紛争解決事業者と

して法務省から承認を受けるため、申請を行いました。 

Ⅱ.設備貸与等関連事業 

(1)小規模企業設備資金制度に関する情報提供及び広報・相談事業 

① 情報の収集・提供事業（競輪補助事業） 

   小規模企業設備資金事業に関連した各種情報等を収集し、その周知を図 

  るため、「全取協だより」を定期又は随時に発行し情報提供を行いました。 

   提供した主な情報等は以下のとおりです。 

  1)定期情報 

  (ｱ)貸与機関の平成 19 年度毎月末の小規模企業設備資金事業の申込み及び 

決定状況並びに主要金利情報 

  (ｲ)貸与機関の平成 19 年度の小規模企業設備資金事業予定額・割賦損料率 

  (ｳ)貸与機関の平成 18 年度末小規模企業設備資金事業の申込み及び決定状 

況 

(ｴ)貸与機関の平成 18 年度の設備貸与事業・設備資金貸付事業の決算状況 

  (ｵ)小規模企業者等の機械設備投資動向等に関する調査結果（10 月、3 月） 
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  2)随時情報 

  (ｱ)小規模企業設備資金事業に関連した情報 

   ・小規模企業等の財務状況及び格付判定用資料 

     ・債務者区分及び債権分類実施のための査定用資料 

 (ｲ)会計検査院の検査状況等に関連した情報  

   ・平成 19・20 年の小規模企業設備資金貸付事業に係る検査日程等 

  (ｳ)税務調査に関連した情報 

・印紙税に係る税務調査の内容 

(ｴ)「リース取引に関する会計基準」の改正に伴う関連資料等 

                                                           

② 小規模企業設備資金制度広報事業 

   小規模企業設備資金制度の周知及び利用促進を図るため、以下の広報事 

  業を実施しました。 

    1) 制度ＰＲポスターの作成・配付（17 機関 2,540 枚） 

    2) 全取協ホームページの活用 

・ 小規模企業設備資金制度の概要等の掲載 

・ 小規模企業者等の機械設備投資動向等に関する調査結果の掲載 

 

③ 小規模企業設備資金制度等に関する相談等事業（競輪補助事業） 

小規模企業設備資金事業が円滑かつ適正に実施できるよう、都道府県協 

会及び小規模企業者等からの制度等に関連した問い合わせ等に対応しまし 

た。 

1) 小規模企業者等の利便性の向上を図るため、小規模企業者等からの制 

度等に関する問合わせ等に対応するとともに、必要に応じて助言又は情 

報提供等を行いました。 

2) 小規模企業者等からの機械設備を中心とした設備投資に関する問い合 

わせに対して相談員が個別に対応しました。また、機械設備等に関する 

最新情報を小規模企業者等に提供しました。 

  

（２）小規模企業設備資金制度調査・研究事業（競輪補助事業） 

  ① 小規模企業設備資金制度研究事業 

1) 小規模企業設備資金制度が利用しやすい制度となるよう、委員会を設 

けて貸与機関の事業手法等について検討を行い、検討の成果を「小規模 

企業設備資金事業の事業運営について（委員会報告書）」としてとりまと 

め、業務の参考に供するため関係機関等に配付しました。 

   2)  平成２０年４月より適用される「新リース取引に関する会計基準」に 

基づいた小規模企業設備資金事業に係るリース事業の会計処理について 
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委員会を設けて検討し、リース事業の新たな会計処理例を作成し、周知 

を行いました。 

② 小規模企業者等機械設備投資動向等調査事業 

    従業員数１００人以下の企業２,５００社（主要対象企業は従業員数 20 

   人以下の小規模企業）を調査対象として、機械設備投資に限定した投資動 

   向等の調査を年２回（８月・２月）実施しました。調査結果は、ホームペ 

   ージに掲載し、広く小規模企業者等に情報提供するとともに、報告書に取 

  りまとめ、関係機関・団体等に配付しました。 

 

（３）研修事業 

① 債権管理研修（競輪補助事業） 

    債権管理業務を実施していくうえで必要な債権管理・回収のノウハウにつ 

いて、事例等を交えて講義を行い、業務担当者の知識の習得を図り、今後の 

債権管理業務が適切・円滑に実施されることを目的に、平成１９年９月１３ 

日から１４日の２日間にわたり東京都内において、４２機関６６名の参加を 

得て、弁護士及び専門家を講師として、「割賦、リース、資金貸付の債権回収 

の実例・訴訟と判例について」、「信用格付の手法」をテーマに研修を実施し 

ました。 

② 機械研修（競輪補助事業） 

平成１９年１１月２６日から２７日の２日間にわたり２７機関３３名の 

参加を得て、三重県、奈良県に所在する株式会社森精機製作所伊賀事業所 

組立工場や同社奈良第２工場及び株式会社秋篠金型研究所で開催しました。 

研修では、同社の協力を得て工作機械の技術者を講師として、「最先端の 

工作機械や汎用機械等」、「工作機械の基礎知識」、「先端工作機械について」 

のセミナーを行うとともに、伊賀事業所・奈良第２工場・秋篠金型研究所に 

おいて最先端の工作機械や汎用機械等を見学しました。 

③ 会計研修（オーダーメイド研修） 

    「公益法人会計基準」の理解を深め、中小企業振興機関の会計処理の適正 

化に資すことを目的として、公認会計士及び税理士を講師として公益法人会 

計基準の基本的事項から、会計処理のやり方、財務諸表の作成について学び、 

公益法人会計に関する実務能力を養うことをねらいとして、平成１９年１１ 

月７日から９日の３日間にわたり、３５機関５２名の参加を得て、中小企業 

大学校(東京校)において実施しました。 

④ 会計説明会 

 平成２０年度より「新リース取引に関する会計基準」に基づいた会計処理 

方法に円滑に移行できるよう都道府県中小企業振興機関の職員を対象に「小 

規模企業設備資金事業に係るリース事業」の新たな会計処理方法等について 
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の説明会を平成１９年１２月６日に４２機関６８名の参加を得て実施しまし 

た。 

 

(4)その他事業 

① 関係方面に対する陳情、要望 

平成１９年８月に小規模企業者以外に課せられている要件の緩和等につい

て中小企業庁に要望等を行いました。 

  ② 統一プログラムの運営 

  リース取引に関する会計基準の改正に伴って、プログラムの修正が必要にな

ったことから、プログラム利用機関を対象として意見交換会を開催し、開発元

との間で、プログラムの修正方法等について意見交換等を行いました。 

 

Ⅲ．広報特別事業  

賛助会員等に対して以下の事業を行いました。 

１．事業紹介 

賛助会員機関等の事業等をホームページ等により紹介しました。 

２．リーフレットの作成 

   賛助会員機関等からの要望等に応じてリーフレットを作成しました。 

   （４２機関 ３３，５００枚） 

 

Ⅳ．事業運営検討員会の開催 

   都道府県協会の実務者を交えた事業運営検討委員会において、統合効果をもた

らす事業や都道府県協会との連携のあり方等について、前年度に引続き、検討を

行いました。 

委員会開催状況 

     第１回委員会開催  平成 19 年  5 月 16 日  (水)   

     第 2 回委員会開催  平成 19 年   8 月 21 日  (火)   
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Ｂ組織 

１．役 員 

   理 事 ： 15 名（うち会長１名、副会長 2 名、専務理事１名） 

   監 事 ：  2 名 

財団法人 全国中小企業取引振興協会 役員名簿 
〔理 事 15 名〕                平成 20 年 3 月 31 日現在     

職 名 氏   名 現  職  名 

会   長 井 出 亜 夫 財団法人  全国中小企業取引振興協会会長 

副 会 長 小 澤 慶 和 財団法人 千葉県産業振興センター理事長 

副 会 長 上 符 正 顕 財団法人 やまぐち産業振興財団副理事長 

理  事 花 澤 秋 雄 財団法人  全国中小企業取引振興協会専務理事 

理  事 長 葭 常 紀 財団法人 いわて産業振興センター専務理事 

理  事 小 泉 克 已 財団法人 東京都中小企業振興公社専務理事 

理  事 代 永 博 幸 財団法人 やまなし産業支援機構専務理事 

理  事 斉 藤   直 財団法人 石川県産業創出支援機構副理事長 

理  事 中 村   彰 財団法人 京都産業２１専務理事 

理  事 久 保 博 孝 財団法人 高知県産業振興センター専務理事 

理  事 松 尾   貢 財団法人 長崎県産業振興財団専務理事 

理  事 寺 田 範 雄 全国商工会連合会専務理事 

理  事 篠 原    徹 日本商工会議所常務理事 

理  事 市 川 隆 治 全国中小企業団体中央会専務理事 

理  事 新 保 昌 義 商工組合中央金庫理事 

〔監 事２名〕 

監  事 田 谷 英 夫 財団法人 茨城県中小企業振興公社専務理事 

監  事 舟 木    ・ 独立行政法人 中小企業基盤整備機構理事 
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２．役員の異動 

 

  平成 1９年度役員の異動については、次のとおりです。 

    新 任 者 氏 名

発 令 年 月 日 
退任者氏名

 機関名・役職名 

理事 
小 澤 慶 和 
平成 1９年４月１日   

㈶千葉県産業振興センター理事長 

理事 長 葭 常 紀 
平成 1９年４月１日   

㈶いわて産業振興センター専務理事 

理事 
代 永 博 幸 
平成 1９年４月 1 日   

㈶やまなし産業支援機構専務理事 

理事 斉 藤  直 
平成 1９年４月 1 日   

㈶石川県産業創出支援機構副理事長 

理事 
中 村  彰 
平成 1９年４月 1 日   

㈶京都産業２１専務理事 

理事 久 保 博 孝  
平成 1９年４月 1 日  ㈶高知県産業振興センター専務理事 

理事 
松 尾   貢 
平成 1９年４月 1 日   

㈶長崎県産業振興財団専務理事 

理事  岩 崎 博 之 ㈶全国中小企業取引振興協会専務理事 

理事 花 澤 秋 雄 
平成 19 年 7 月 1 日  ㈶全国中小企業取引振興協会専務理事 

理事  成 宮  治 全国中小企業団体中央会専務理事 

理事 市 川 隆 治 
平成 20 年 2 月 19 日  全国中小企業団体中央会専務理事 

監事 
田谷英夫 
平成 1９年４月 1 日   

㈶茨城県中小企業振興公社専務理事 

監事  半 田   力 (独)中小企業基盤整備機構理事 

監事 平成 20 年 2 月 19 日 舟 木   ・ (独)中小企業基盤整備機構理事 

 
 

３.評 議 員 

財団法人 全国中小企業取引振興協会 評議員名簿 
                                                      平成２０年 3 月 31 日 
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所 属 機 関 名 役 職 名   氏  名 

（財）北海道中小企業総合支援センター 専務理事 佐 野 彰 義 

（財）２１あおもり産業総合支援センター 専務理事 工 藤 駿 一

（財）みやぎ産業振興機構 副理事長 阿 部 健 雄 

（財）あきた企業活性化センター 専務理事 小 林 憲 一 

（財）山形県企業振興公社 理 事 長 本 間 正 巳 

（財）福島県産業振興センター 理 事 長 小 山 紀 男 

（財）栃木県産業振興センター 専務理事 塚 田 昭 夫 

（財）群馬県産業支援機構 理 事 長 富 田 敏 彦 

（財）埼玉県中小企業振興公社 理 事 長 赤石沢 寿 彦 

（財）神奈川中小企業センター 理 事 長 前 田 重 一 

（財）にいがた産業創造機構 常務理事 金 子 武 夫 

（財）長野県中小企業センター 専務理事 田 島 郁 男 

（財）しずおか産業創造機構 副理事長 梅 田 正 雄 

（財）あいち産業振興機構 副理事長 菅 沼 恵 勇 

（財）岐阜県産業経済振興センター 副理事長 藤 原   勉 

（財）三重県産業支援センター 理 事 長 石 垣 英 一 

（財）富山県新世紀産業機構 専務理事 宮 本   孝 

（財）ふくい産業支援センター 専務理事 川 波 清 一 

（財）滋賀県産業支援プラザ 副理事長 伊 藤   潔 

（財）奈良県中小企業支援センター 専務理事 橋 本   博 

（財）大阪産業振興機構 常務理事 松 本   哲 

（財）ひょうご産業活性化センター 理 事 長 岡 田 奈良夫 

（財）わかやま産業振興財団 専務理事 津 本   清 

（財）鳥取県産業振興機構 理 事 長 金 田   昭 

（財）しまね産業振興財団 副理事長 富 田 幹 彦 

（財）岡山県産業振興財団 常務理事 安 部   晃 

（財）ひろしま産業振興機構 常務理事 堀 川 浩 司 

（財）とくしま産業振興機構 理 事 長 笹 川 ・ 一 

（財）かがわ産業支援財団 副理事長 蓮 井   進 

（財）えひめ産業振興財団 専務理事 白 石 春 美 

（財）福岡県中小企業振興センター 専務理事 立 塚 知 彰 

（財）佐賀県地域産業支援センター 専務理事 吉 野 正 彦 

（財）くまもとテクノ産業財団 理  事 田 中 伸 也 

（財）大分県産業創造機構 専務理事 柴 田 直 宏 

（財）宮崎県産業支援財団 副理事長 沼 田 憲 明 

（財）かごしま産業支援センター 専務理事 迫 田   昌 

（財）沖縄県産業振興公社 専務理事 高 良 倉 次
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４．事 務 局 

事務局の組織は次のとおりである。（平成２０年３月 31 日現在） 

 

                  井出
い で

 亜夫
つ ぎ お

 

                            小澤
お ざ わ

 慶和
よしかず

・上符
う わ ぶ

 正顕
まさあき

 

                           

花
はな

澤
ざわ

 秋
とき

雄
お

 

 

                          米沢
よねざわ

 弘二
ひ ろ じ

 

 

                              早坂 誠 

 

 

                        

   

 

 

 

星野 満 

                                            

   

       指導員                

檜山亜矢子               中嶋 淳                  守屋家安   中島 誠     福田辰之 

工藤 淳 柴田 健 仲田元昭     鈴木信博 仁平 亨    中山正年 

            玉川英樹                   信太    信太皓司  周山卓美  

     馬場 猛  小川  清 

 

   

事務局長兼

業務ｸﾞﾙｰﾌﾟ

長 

参事 

参事兼

総務ｸﾞ

ﾙｰﾌﾟ長

主 任

指導員

 

業務グル 指

ープ長  導

補佐   員

 

指 導

補助員 

専 門 

調査員 

専 

門 

員 

主 任

研究員

研

究

員

計９名 １名 １名 １名 1 名 ３名  １名 １名 ３名 ２名 ４名
１

名

評 議 員 

会 
会 長 理 事 会 

(理事 15 名) 
監 事 

（２名） 

専務理事 

事務局長兼

業務グループ長

参  事 

総務グループ 

指 導 補 助 員 

業務グループ

参事兼グループ長   

あっせんチーム 連 携 チ ー ム

主 任 

指導員 

業務 G 長補

副 会 長（２名）

研 究 員業務 G

長補佐

専 門 員 

改善講習会チーム

専門調査員 業務 G

長補佐

主任研究員 
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  Ｃ理事会開催状況 

 

○第 1 回理事会〔平成 19 年 6 月 13 日(水) アルカディア市ヶ谷「伊吹」〕 

議決事項 

(1) 第１号議案 評議員の委嘱について 

(2) 第 2 号議案 平成 18 年度事業報告書・収支決算書について 

(3) 第 3 号議案 日本自転車振興会からの平成 19 年度補助事業の実施について 

 

○第２回理事会〔平成 19 年 6 月 13 日(水) アルカディア市ヶ谷「阿蘇」〕 

議決事項 

(1) 第１号議案 専務理事の選任について 

 

○第３回理事会〔平成 19 年 10 月 24 日(水) アルカディア市ヶ谷「飛鳥」〕 

議決事項 

(1) 第１号議案 評議員の委嘱について 

(2) 第２号議案 平成 20 年度 ㈶全国中小企業取引振興協会への負担金について  

 

○第４回理事会〔平成 20 年 1 月 21 日(月) アルカディア市ヶ谷「鳳凰西」〕 

議決事項 

(1) 第１号議案 平成 20 年度 ㈶全国中小企業取引振興協会への負担金について  

 

○第５回理事会〔平成 20 年 3 月 21 日(金) ホテルグランドヒル市ヶ谷「翡翠の間」〕 

議決事項 

(1) 第 1 号議案 評議員の委嘱について 

(2) 第 2 号議案 寄附行為の一部改正について 

(3) 第 3 号議案 組織規程の一部改正について 

(4) 第 4 号議案 下請適正取引推進センターの諸規則の制定について 

          ①下請適正取引推進センター規則(裁判外紛争解決手続) 

          ②下請適正取引推進センター調停手続規則 

(5) 第 5 号議案 役員の報酬等に係る規程の一部改正について 

(6) 第 6 号議案 給与規程の一部改正について 

(7) 第 7 号議案 役員の在任年齢に関する規程の制定について 

(8) 第 8 号議案  平成 20 年度 事業計画書・収支予算書について 

(9)   第 9 号議案  平成 20 年度 (財)全国中小企業取引振興協会への負担金 

について 

(10)  第 10 号議案  平成 20 年度における銀行からの借入金限度額について 
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Ｄ評議員会開催状況 

 

○第 1 回評議員会〔平成１９年 6 月 13 日（水) アルカディア市ヶ谷「富士の間 東」〕 

議決事項 

(1)第 1 号議案 理事の選任について 

(2)第 2 号議案 平成１８年度事業報告書・収支決算書 

 

○第２回評議員会〔平成 20年 2月 19日(火) (財)全国中小企業取引振興協会会議室〕       

議決事項 

(1)第 1 号議案 役員の選任について 

 

○第３回評議員会〔平成 20 年 3 月 21 日(金) ホテルグランドヒル市ヶ谷「瑠璃中西〕 

議決事項 

(1)第 1 号議案 理事の選任について 

(2)第 2 号議案 寄附行為の一部改正にいて 

(3)第 3 号議案 平成 20 年度事業計画書・収支予算書について 

(4)第 4 号議案  平成 20 年度 (財)全国中小企業取引振興協会への負担金について 
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ホームページ運営検討委員会委員名簿 

                               （3 名） 

 氏名 所 属・役 職 等 

 

委  員 

 

 

野中昭夫 

 

 

財団法人 埼玉県中小企業振興公社  

経営支援部 取引振興グループ グループリーダー 

 

 

委  員 

 

 

小池喜春 

 

 

財団法人 東京都中小企業振興公社  

総合支援部 取引振興課長 

 

 

委  員 

 

木谷 尚 

 

 

 

財団法人 大分県産業創造機構  

総合支援課 取引振興 課長代理 

 

 

 

「下請取引あっせん支援マニュアル作成委員会」 委員名簿 

（６名） 

氏   名 所 属・役 職 名 

委員長 小池 喜春 財団法人 東京都中小企業振興公社 
総合支援部 取引振興課 課長 

委 員 今野 祐輝 財団法人 みやぎ産業振興機構 
事業推進部 企業振興課 課長補佐 

委 員 宮地 啓二 財団法人 あいち産業振興機構 
経営支援部 取引振興グループ 課長補佐 

委 員 丸山 広明 財団法人 ひょうご産業活性化センター 
産業振興部 ものづくり支援課 主任調査役 

委 員 小川  清貴 財団法人 ひろしま産業振興機構 
福山支所  担当部長 

委 員 木村 和久 財団法人 佐賀県地域産業支援センター 
中小企業振興グループ 企業振興チーム 主査 
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ものづくり基盤技術を担う中小企業と発注企業とのマッチングに 

関する調査研究委員会    委員名簿 

（５名） 

委   員 所 属・役 職 名 

委員長 中山  健 千葉商科大学 商学部 教授 博士（学術） 

委 員 鷲尾 紀吉 中央学院大学 商学部 教授 

委 員 徳澤 昭彦 
徳沢行政書士事務所代表  

中小企業診断士 行政書士

委 員 宮崎 秀和 
ライズエイジ コンサルティング代表  

中小企業診断士

委 員 小森    敦 
ウィアライズ コンサルティング代表   

中小企業診断士

 

主席・主任研究員                            （３名） 

研 究 員 所 属・役 職 名 

主 席 

研究員 
米沢 弘二 （財）全国中小企業取引振興協会 事務局長 

主 任 

研究員 
角田 光則 アップストリーム 代表 中小企業診断士 

主 任 

研究員 
中嶋  淳 （株）経営管理センター 理事 
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小規模企業設備資金制度研究委員会 委員名簿 
（８名） 

委   員 所 属・役 職 名 

委員長 伊藤 浩二 財団法人 千葉県産業振興センター 
企業振興部 設備支援室 室長 

委 員 阿部 里司 財団法人 福島県産業振興センター 
企業支援部 設備支援グループ 主任 

委 員 清水 義富 財団法人 やまなし産業支援機構 
中小企業振興部 設備支援課 課長 

委 員 春田 繁伸 財団法人 あいち産業振興機構 
経営支援部 設備投資支援グループ 主任専門員 

委 員 三浦 荘介 財団法人 ひょうご産業活性化センター 
産業振興部 設備支援室 設備貸与課 課長 

委 員 石本  満 財団法人 岡山県産業振興財団 
総務部 設備資金課 課長 

委 員 森  雅彦 財団法人 とくしま産業振興機構 
企業振興資金部 次長 

委 員 井上 祐之 財団法人 福岡県中小企業振興センター 
設備支援グループ貸付業務チーム マネージャー 
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会計検討委員会 委員名簿 
（４名） 

委   員 所 属・役 職 名 

委員長 亀岡  保夫 大光監査法人 理事長・公認会計士 

委 員 白鳥 牧子 財団法人 みやぎ産業振興機構 
総務企画部 総務課  課長補佐（総括） 

委 員 志澤 淑行 財団法人 神奈川中小企業センター 
総務部 経理課  課長補佐 

委 員 三村 敏和 財団法人 大阪産業振興機構 
資金支援部 設備資金課 課長 

 
 
 
 

平成１９年度 事業運営検討委員会 委員名簿 
                                  （９名） 

  
 

ブロック名 氏   名 所属 役職 
北海道・東北 藤田 正実 ㈶いわて産業振興センター 総務金融グループリーダー

 関  東 小池 喜春 ㈶東京都中小企業振興公社 総合支援部 取引振興課長 
 関  東 窪田 文明 ㈶やまなし産業支援機構 中小企業振興部長 
 中  部 米尾 正司 ㈶石川県産業創出支援機構 経営支援部 部長代理 
 近  畿 浦  芳一 ㈶大阪産業振興機構 資金支援部 部長 

近  畿 菊森 秀俊 ㈶ひょうご産業活性化センター 産業振興部長 
 中  国 田村   健 ㈶やまぐち産業振興財団 取引振興部長 
 四  国 越智 信照 ㈶えひめ産業振興財団 中小企業振興部参事 
 九  州 井上 憲一 ㈶福岡県中小企業振興センター 事務局長 


